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1. 調査の概要 

1.1 調査背景 

我が国は、地球規模で進行する温暖化及び気候変動の影響を緩和していくため、2050 年

までに世界全体の温室効果ガス（GHG）排出量を少なくとも半減するとの目標をすべての国

と共有するよう努めるとともに、国内においても 2050 年までに 80%の GHG 排出削減を目指

すこととしている（平成 24 年 4 月閣議決定の環境基本計画）。 

2050 年までに世界で GHG 排出量を半減するには、経済成長著しいアジア大洋州の国々に

おいて GHG 排出削減プロジェクトを大規模に発掘・形成し、持続可能な低炭素社会構築に

向けた動きを加速させる必要がある。そのため、我が国の技術協力や技術移転等の貢献に

よる海外での排出削減量を適切に評価し、我が国の排出削減目標の達成に活用する二国間

クレジット制度（JCM）の構築及び実施を進め、さらにその活動を拡大していく必要がある。 

インドネシアでは、国内における販売電力量が 2005 年比で 2014 年に約 185%となってお

り、急速に増えている。また、国営電力公社（Perusahaan Listrik Negara Persoro: PLN）

の電力供給対象となる営業エリアのうち、バンドン市が所在する西ジャワ州に人口の多数

が集中し、さらに首都ジャカルタが地理的に近いことから、商業活動が活発であり、電力

需要の中で商業部門の需要が占める比率が高い。現在上記の状況を踏まえ、同地域におい

て、今後特に商業部門を中心に、GHG 排出量が大幅に増大していく可能性が高いと考えられ

る。 

西ジャワ州を含むジャワ島、バリ島の電力需要はインドネシア国内における電力需要の 8

割弱を占めているが、2016 年現在、同地区における電力供給は PLN と独立系電気事業者

（Independent Power Producer: IPP）が担っている。このうち、PLN の現行事業計画の対

象期間である 2013 年～2022 年において、PLN の発電設備の一部は老朽化等の理由により供

用停止となることが決定されており、PLN 単体による設備容量が 2020 年にかけて 1.26GW 純

減となる見込みである。なお、IPP の設備容量は、5.66GW で一定である。この結果、上記

の地理的特徴を備えた西ジャワ州を含む同地区では、今後 2020 年代初頭にかけ、電力供給

が需要に追い付かなくなる事態が予想される1。 

このことから、GHG 排出削減対策と同時に、逼迫する電力需給にも対処するための取組が

必要となっている。 

 

  

                                                  
1 Executive Summary, Electricity Supply Business Plan PT PLN (Persero) 2013-2022 3、4、10 ページ 
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図 1－1：ジャワ＝バリ地区における発電量・電力需要量予測 

 

注： 発電量は、PLN、IPP による発電分の合計値。 

出典： Executive Summary, Electricity Supply Business Plan PT PLN (Persero) 2013-2022 

 

本事業は、平成 26 年度環境省「アジアの低炭素社会実現のための JCM 大規模案件形成可

能性調査事業」において、インドネシア国バンドン市で実施された「バンドン市・川崎市

の都市間連携による低炭素都市形成支援事業」の成果を受け、川崎市—バンドン市の間の都

市間連携の下、バンドン市における低炭素都市構築に向けた具体的な取組実現のため、省

エネ分野における取組として、市内の商業施設等へ、我が国の低炭素技術である直流給電

技術の導入を目指す。直流給電装置とこれら施設へ設置した太陽光発電設備ほか各種省エ

ネ設備と接続することで、電力ロスの削減及び化石燃料由来の商用グリッド電源利用の最

小化を図り、これにより大幅な GHG 排出削減を図る。 

過去二年に亘る JCM 事業を一つのきっかけとして、川崎市とバンドン市は環境分野にお

ける都市間連携の覚書（Memorandum of Understanding: MoU）が、2016 年 2 月 18 日に川崎

市で両首長の会談の後、署名された。 

1.2 調査目的 

本事業はインドネシア国・バンドン市で我が国の有する低炭素技術である「直流給電型

給電システム」導入により排出削減（エネルギー起源二酸化炭素（CO2）排出量）が可能な

案件を発掘し、その実施による JCM クレジットの獲得を目指す。具体的には、各事業の CO2

排出削減可能性とその MRV 方法論案、それに必要な費用や必要な関連法制度等について検

討する。 
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川崎市からバンドン市・地方開発企画局（BAPPEDA）に働きかけ、調査候補先の紹介を受

けるなど、都市間連携の枠組みが迅速な調査開始に大きく貢献している。 

 

1.3 調査概要 

1.3.1 調査団員 

本調査の調査団員は以下のとおりである。 

氏名 所属先 担当分野 

森 秀行 (公財)地球環境戦略研究機関 管理技術者 

中野 綾子 (公財)地球環境戦略研究機関 
全体総括、都市間連携に基づく 

プラットフォーム策定 

スダルマント・ 

ブティ・ヌゴロホ 
(公財)地球環境戦略研究機関 

連絡調整、都市間連携に基づく 

プラットフォーム策定 

青木 和昭 川崎市環境総合研究所 バンドン市との政策対話 

荻原 朗 川崎市環境総合研究所 バンドン市との政策対話 

藤本 雅彦 
(株)オリエンタルコンサルタンツ

グローバル 

事業計画策定、現地運営体制検討、

MRV 検討 

加藤 宏承 
(株)オリエンタルコンサルタンツ

グローバル 
事業計画策定、財務計画策定 

山田 光影 
(株)オリエンタルコンサルタンツ

グローバル 
EMS 設計 

林 総一郎 
(株)オリエンタルコンサルタンツ

グローバル 
経済財務分析 

尾藤 健太郎 
(株)オリエンタルコンサルタンツ

グローバル 

直流給電技術に係る現地情報収集、

MRV 検討、人材育成、PDD 作成 

満処 寛昭 興和(株) 技術検討、事業化検討 

倉知 正太郎 興和(株) 技術検討、事業化検討 

川股 敦史 東京整流器(株) 技術検討、事業化検討 
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1.3.2 調査スケジュール 

本調査において実施した現地調査日程は以下のとおりである。 

渡航回 日程 活動内容 

第 1回渡航 
平成 27 年 9月

20 日～27 日 

 バンドン市政府（BAPPEDA 及び関係政府機関）、同市の

建築物・施設オーナーを対象とした、JCM の下における

直流給電技術導入を通じた温室効果ガス排出削減に関

する説明（現地キックオフ会議開催） 

 JCM インドネシア事務局との意見交換 

 JCM を活用した直流給電技術導入による GHG 排出削減等

に係る現地側ニーズの発掘（施設訪問、担当者との意見

交換、データ収集） 

 川崎市・バンドン市間の都市間連携強化、都市間連携の

下における案件形成の推進に向けた政策対話 

第 2回渡航 
平成 27 年 10 月

18 日～24 日 

 JCM を活用した直流給電技術を用いた GHG 排出削減プロ

ジェクト実施に係る基礎合意に向けた現地建築物・施設

オーナーとの協議 

 上記プロジェクト実施に係る、インドネシア国政府の政

府調達規制に係る情報収集（バンドン市 BAPPEDA、政府

調達規制部門等へのインタビュー実施） 

 川崎市・バンドン市間の都市間連携強化、都市間連携の

下における案件形成の推進に向けた政策対話 

第 3回渡航 

（自社負担） 

平成 27 年 12 月

14 日～19 日 

 JCM を活用した直流給電技術を用いた GHG 排出削減プロ

ジェクト実施に係る基礎合意に向けた現地建築物・施設

オーナーとの継続協議 

 川崎市・バンドン市間の都市間連携に基づく、バンドン

市側ニーズに基づく JCM 案件形成の推進に向けた協議

（バンドン市 BAPPEDA、同市環境管理等関連部局との意

見交換） 

第 4回渡航 
平成 28 年 1月

24 日～29 日 

 バンドン側関係者向け進捗報告会の開催 

 川崎市・バンドン市間の都市間連携に基づき、JCM を活

用した直流給電技術による GHG 排出削減プロジェクトの

事業化、今後の協力に関する政策対話（バンドン市

BAPPEDA、同市の国際協力課及び環境管理委員会等関連

部局との意見交換） 

 JICAインドネシア事務所、インドネシアJCM事務局訪問 
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2. 直流給電技術導入に係るインドネシアの関連政策・施策等 

2.1 GHG 排出削減に係る国家・地方レベル及びバンドン市の行動計画（上位計画） 

インドネシアは、世界有数の GHG 排出国であり、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）事務

局に提出された第 2次国別報告書へ記載された最新（2005 年）の GHG 排出量は約 17.9 億ト

ン2である。 

2009 年 9 月、インドネシア政府は、他の ASEAN 諸国に先立ち、「2020 年までに対策を実

施しない場合（Business as usual: BaU）に比較して 26%の GHG 排出量削減、国際的支援を

受けた場合は 41%の排出削減を行う」という削減目標を表明した。左記目標達成のため、2011

年 9 月に大統領令として、「国家温室効果ガス排出削減行動計画」（Rencana Aksi Nasional 

penurunan emisi Gas Rumah Kaca: RAN-GRK）が策定され、中央省庁、地方政府、民間事業

者等に対し、2020 年までの期間における排出削減が義務付けられた。 

RAN-GRK に基づく取組の一環として、バンドン市が所属する西ジャワ州を含む各州政府に

対して RAN-GRK 策定後、速やかな州レベルの「地方温室効果ガス排出削減行動計画」（Rencana 

Aksi Daerah penurunan emisi Gas Rumah Kaca: RAD-GRK）策定が求められていたところ、

同州における RAD-GRK は 2016 年 2 月現在、策定済みである。同州 RAD-GRK のうち、本調査

に関連するエネルギー分野に関する内容を表 2‐1に示す。 

直流給電技術導入による電力ロス削減を通じた GHG 排出削減は、表中の行動計画の趣旨

に適うことから、同州の施策方針に適った取組であると言える。 

一方、バンドン市では、現職のリドワン＝カミル市長が「エコシステム・スマートシテ

ィ（Ecosystem Smart City）」構想を掲げている。同構想では、市域内における（1）効率

的かつ有効な資源配分、（2）社会における不平等の改善、（3）道路渋滞の緩和、及び（4）

汚染及び CO2排出の削減、の各観点から市民の生活の質を高めることで、市政府としての透

明性の向上等を図るとしている3。 

また、バンドン市における GHG 排出削減対策の取組を記載した「バンドン市における気

候変動影響への対処に係る地域行動計画」（Rencana Aksi Daerah Penanganan dampak 

Perubahan Iklim di Kota Bandung：RAD-PI）のうち、本調査に関連するエネルギー分野に

係る内容を表 2‐2に示す。直流給電技術導入による電力ロス削減を通じた GHG 排出削減は、

上記のバンドン市長の構想ならびに上記表中の行動計画 1、8、9、12 等項目の内容に適合

することから、同市の施策方針に適った取組であると言える。 

 

                                                  
2 土地利用、土地利用変化及び森林（LULUCF）の排出分を含む。 
3 バンドン市政府資料「Smart Government and Development of Bandung Smart City」（本調査現地キ

ックオフ会合におけるバンドン市政府発表資料） 
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表 2‐1：西ジャワ州 RAD-GRK におけるエネルギー分野の政策、戦略、行動計画 

政策 戦略 行動計画 

1. 省エネルギ

ーの促進 

2. クリーンな

燃料の使用 

再生可能エネ

ルギー利用の

強化 

1. 省エネルギー技術

の適用と非再生可

能エネルギーの利

用減少による最終

エネルギー消費量

の削減 

2. 中小規模の再生可

能エネルギーの利

用推奨 

1. 新エネルギー導入（2025 年までにエネルギーの 25%を新エ

ネルギー（alternative energy）へ転換） 

2. クリーン生産（Clean Production）の概念に関する広報普及

3. クリーン生産に関する研修の実施 

4. 環境に関する監査の実施 

5. エネルギー・環境面で今後効率・環境質悪化を招くおそれ

のある機械・設備の再活性化（Revitalization） 

6. 公害管理を実施中の企業を対象とした政策インセンティ

ブの付与（政策を策定中） 

7. グリーン産業（Green Industry）の概念に関する広報普及 

8. グリーン産業表彰（Green Industry Award）の実施 

（毎年実施） 

9. エネルギー監査、省エネルギー監査、エネルギー管理監査

の実施 

10. 燃料・ディーゼル油の利用量に占めるバイオ燃料の比率

の引き上げ（2025 年までに 15%に引き上げ） 

11. エネルギー効率の改善（2030 年までに 25%改善） 

12. 車検に関する教育・研修 

13. バンドン都市圏を含む地域における交通管理・エンジニ

アリング 

14. 交差点における交通管理・エンジニアリング 

15. 西ジャワにおける鉄道建設 

16. 州が管轄する道路における交通管理・エンジニアリング

17. ケロシンの LPG への置き換え 

18. 国家省エネルギー計画（Rencana Induk Konservasi 

Energi Nasional：RIKEN）に準拠したエネルギー効率改

善プログラム実施 

出典：国家開発企画局（BAPPENAS）「Potret Rencana Aksi Daerah Penurunan Emisi Gas Rumah Kaca (RAD-GRK)」

75-77 ページ 
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表 2‐2：バンドン市 RAD-PI におけるエネルギー分野の取組 

1. 省エネルギー取組の普及 

2. 家庭におけるバイオガスエネルギー利用の普及 

3. 家庭から排出される有機ごみ、動物・人間の糞尿を用いたバイオダイジェス
ター設置プログラム 

4. 燃料関連の規制に沿ったバイオ燃料の普及 

5. 地域の水田で発生する藁、有機廃棄物等に由来するバイオ燃料の開発 

6. バイオ燃料の利活用 

7. 総燃料消費におけるバイオ燃料利用比率の引き上げ 

8. 家庭・産業部門における省エネの普及 

9. 省エネルギー型機器の利用（照明、空調、冷蔵庫） 

10. 電力利用センサーを用いたスマート技術の適用 

11. Eco building の概念のオフィスへの適用 

12. 家庭・産業部門における太陽光発電の利用 

13. 小規模水力発電の開発 

14. 風力エネルギーの利活用（風力タービン） 
（技術的内容以外に係る RAD-PI プログラム） 

15. RAD-PI に係る州内各地域のエネルギー利用データを扱う情報システム構築 

16. RAD-PI に係る各地域向け普及 

17. RAD-PI に係る情報システム構築 

18. RAD-PI の初等・中等教育カリキュラムへの統合 

出典：バンドン市 RAD-PI 最終報告書 V-23、24 頁 

 

2.2 エネルギー（電力） 

インドネシアにおける電気事業は「電力に関する法令」（2009 年第 30 号）によって規定

される。 

同法令第 9～18 条において、電力事業は電力供給事業（発電、送電、配電、販売等）、電

力サポートサービス事業（コンサルタント業、建設、検査、調査、設置作業、メンテナン

ス、研究開発、研究機関による電気関連試験等）に大別され、それぞれ公的な電力供給事

業とその他の電力供給事業（自家消費用を含む）に区別される。また、第 46 条では、政府

による電力事業の育成と監督等に関する規程が設けられている。 

同法令のうち、直流給電技術に関連する事項としては、電力安全に関するものが挙げられる

が、第44条において、各電力事業活動に対して、電力安全規程の遵守が義務付けられた。電力

安全規程については、同条では具体の規程への準拠を明示していないが、電力安全確保の趣旨

として、設備の信頼性と安全の確保、人体及びその他の生命の安全確保、環境への配慮の 3 点

を挙げている。なお、同条では、（1）稼働する各電力設備に対する操業適性認証の取得、（2）
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各電気製品・器具のインドネシア国家基準の規定への適合、（3）電力事業に携わる各技術者に

よる能力認証の保持の3点が義務付けられているが、個別の規程は今後政令で定めるとされた。 

2016 年 2 月時点における各規程の整備状況を下表に示す。 

規程項目 規定の整備状況 

稼働する各電力設備に対す

る操業適性認証 

 「電力供給事業に関する政令 2012 年 14 号」及び「電力サポー

トサービス事業に関する政令 2012 年 62 号」において、認証

の事務的・技術的・環境的要件が定められた。認証は、事業

所ないしユニット単位で取得する必要がある。 

 「電力設備に関する大臣令2005年 45号」及び「電力設備に関す

る変更大臣令2005年 46号」において、電気工作物の建設・設置・

修理等の変更が生じた後は、現行基準との適合性に関する検査・

試験を受検することが義務付けられた。 

各電気製品・器具の安全に

係るインドネシア国家基準 
SNI 及び各種保安規定を整備中（SNI については、2.4.1 を参照）

電力事業に係る技術者を対

象とした能力認証 

 「電力供給事業に関する政令（2012年 14号）」第47条で、電力

供給事業における技術者の能力認証の詳細が定められた。 

 「電力サポートサービス事業に関する政令（2012 年 62 号）」

で、電力サポートサービス事業における技術者の能力認証の

詳細が定められた。 

出典：一般財団法人 電気技術者試験センター資料「海外諸国における電気技術者の技術・技能向上の取り組み」 

省エネルギー、再生可能エネルギーに関する電力関連法令については、次項2.3を参照のこと。 

 

2.3 エネルギー（省エネルギー、再生可能エネルギー等） 

インドネシアでは、供給・需要部門双方における省エネルギー、再生可能エネルギー利

活用が課題とされる中、同国では、様々な戦略、政省令が定められている。このうち、直

流給電技術と関連性を有するものを表 2‐3に示す。 

インドネシアでは、インセンティブ及びペナルティを含む省エネルギー規制が施行され、

なおかつ太陽光発電を含む再生可能エネルギーの数値目標を伴う導入、発電容量の拡大が

国家及び PLN によって図られている。 

バンドン市及びインドネシア国内における直流給電技術導入が進むことで、直流給電装

置と接続した太陽光発電設備の同国内における発電容量も増大することが見込まれる。こ

のため、電力ロス削減による大幅な省エネルギー化を実現できる直流給電技術の導入は、

インドネシア国の国家方針と整合的であり、現地における持続可能な発展と気候変動対策

の双方に寄与することが可能となる。 
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表 2‐3：インドネシアの省エネルギー、再生可能エネルギー利活用に関する戦略、政省令 

分野 名称 制定主体、制定年 内容 

エネルギー全
般（再生可能
エネルギー利
活用を含む） 

国家エネルギー政策
2003-2020
（Kebijakan Energi 
Nasional: KEN） 

エネルギー鉱物資
源省（Ministry of 
Natural Resources 
and Energy: MNRE)、
2004 年 

 2020 年までに大規模水力を除く再生可能
エネルギーの比率を 5%以上とする。 

 GDP あたりエネルギー消費量を毎年 1%低
減する。 

 最適で経済的なエコノミーミックス実現
のためのエネルギーの多様化、省エネル
ギーの推進 ほか 

国家エネルギー管理
ブループリント
2005-2025 

MNRE、2005 年 2025 年最適シナリオにおける、一次エネル
ギーミックスに占める各エネルギー源の目
標を記載（太陽光 0.020%、風力 0.028%等）

国家エネルギー政策
に関する大統領令
2006 年 5 号 

大統領府、2006 年  2025 年にはエネルギー利用効率（経済成
長率当たりのエネルギー消費の伸び）を 1
未満とする。 

 石炭、天然ガス及び再生可能エネルギー
の開発を推進し、一次エネルギー供給に
占める石油の比率を大幅に低下させる。

 2025 年の一次エネルギーミックスのう
ち、新・再生可能エネルギーの比率を 17%
とする。（内訳は、バイオ燃料 5%、地熱
5%、バイオマス・原子力・水力・太陽光・
風力 5%、液化石炭 2%） 

エネルギー法（2007
年第 30 号） 

大統領府、2007 年  政府によるエネルギー資源管理を行う。
エネルギーの国内供給を優先し、国内調
達率を拡大する。 

 再生可能エネルギーの供給・利用及び省
エネルギー取組実施に対する政府援助 

エネルギー鉱物資源
省ビジョン 25/25 

MNRE、2010 年  2006年大統領令で17%としていた新・再生可
能エネルギーの比率を25%に引き上げる。 

 2025年のエネルギー消費を、何の対策も講
じなかった場合に比べ、省エネルギー取組と
エネルギー多様化により15.6%低減する。 

電力供給事業計画
（RUPTL）2011-2020 

PLN、2011 年 太陽光発電の国内発電容量を2020年までに
7GW まで引き上げる。（2011 年時点では、
22.45MW） 

新国家エネルギー政
策（KEN） 

MNRE、2014 年 
エネルギー供給に占める石油、天然ガス、
石炭、再生可能エネルギーの割合に係る導
入目標を定めた。（再生可能エネルギーは
2025 年に 23%以上、2050 年に 31%以上。） 

国家電力総合計画
（Rencana Unum 
Kenagalistrikan 
Nasional: RUKN）
2015-2034 

MNRE、策定中 
 KENで掲げた2025年における再生可能エネ

ルギー導入に係る数値目標を維持する。 

 前項目標達成のため、2025 年におけるエ
ネルギーミックスを新・再生可能エネル
ギー（太陽光、風力等）25%、石炭火力 50%、
ガス 24%、その他燃料 1%とする4。 

                                                  
4 2015 年 7 月に MNRE が公開したドラフトの内容記載に基づく。 
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分野 名称 制定主体、制定年 内容 

省エネルギー 国家省エネルギー計
画（Rencana Induk 
Konservasi Energi 
Nasional：RIKEN） 

MEMR、1995 年（2005
年改訂） 

エネルギー目標達成に受けた政府系建築物
を対象とした省エネルギーガイドラインの
導入、産業・商業施設を対象としたエネル
ギー監査の実施等施策を含む。 

省エネルギーに係る
政府規制（2009 年第
70 号） 

大統領府、2009 年  エネルギーの需給側双方、エネルギー関
連サービス提供者等による省エネルギー
取組が定められた。 

 年間消費量が石油換算で6,000TOE以上の
大口エネルギー消費者が省エネルギーに貢
献した場合、インセンティブ措置として、
地方税減税・免除、エネルギー監査費用向
け政府補填等の実施が盛り込まれた。 

 省エネルギーに貢献しなかった事業者に
ついては、その事実が公表されるととも
に、一部罰金が科されることとなった。

再生可能エネルギー
利活用に係る税・関
税優遇に係る財務省
令（2010 年 PMK.011
第 21 号） 

財務省、2010 年 再生可能エネルギー（地熱、風力、バイオ
燃料、太陽光等）を利用した事業に対して、
以下の優遇措置を適用する。 

 合計投資額の30％相当額の課税所得からの
控除、固定資産の償却期間の短縮、国外へ
の支払配当源泉税率の10%への引き下げ、
欠損金繰越期間の最大10年への延長 

 スペア・パーツを除く機械・機器輸入時
の VAT（付加価値税）の免除 

 輸入関税の免除 

 政府肩代わりによる税制優遇 

出典： ・「インドネシアの電力エネルギー事情」ウェブサイト掲載資料 

・ MNRE「RENCANA UMUM KETENAGALISTRIKAN NASIONAL 2015 - 2034」（2015 年 7 月時点のドラフ

ト） 

・ 在インドネシア日本大使館 土屋 武大「インドネシア・エネルギー事業」（独立行政法人 日

本貿易保険発行「e-NEXI 2011 年 4 月号」掲載記事） 

・ 三菱東京 UFJ 銀行国際企画部 CIB グループ「No.216 インドネシア：再生エネルギー事業優遇規

定」（2010 年 2 月 22 日） 

 

上記の諸施策の下、バンドン市では、省エネルギーを含めたエネルギー関連施策全般の

責任を負ってきた。この点に関連し、2015 年 9 月、同市のカミル市長は、都市としての建

築許可（Izin Mendirikan Bangunan: IMB）取得の条件の一つとして、「グリーン建築」関

連規制（Green building standard）を近日導入するほか、グリーン認証を取得しない開発

事業に対しては、今後許可を与えない旨発言している5。なお、同市関係者によると、同規

制により事業実施者による技術計画内容を評価し、規制へ不適合と認められる計画に対し

て、市が修正を求めることが検討されているとのことである。 

 

                                                  
5 2015 年 9 月 23 日付 Asia Green Buildings 記事「Indonesia : ‘Green Building Assessment’ for Building 
Permit」 
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2.4 その他 

2.4.1. インドネシア国家規格（Standard National Indonesia: SNI） 

2007 年 9 月以降、インドネシア政府は、インドネシア国内外で製造された商品を対象に、

SNI 規格の遵守を義務付けている。対象品目は規格導入当初の 2007 年 9 月時点で 34 品目で

あったが、その後インドネシア貿易部により新規追加が行われている。 

このうち、本調査で扱う直流給電技術に関連性があるものとしては、照明、空調等の電

子機器及び関連製品が対象品目に含まれている6。 

これらの製品については、輸入商社、製造輸入業者に対して、輸入ロット毎に発行され

る登録証明書及び登録番号の取得に際し、SNI への適合が必須とされている。また、国家認

証委員会の認めた製品認証機関による試験・検査を受検のうえ、SNI 証明（SPPT-SNI）を取

得することが義務付けられている。 

対象品目は、その HS コードと規格番号（SNI No.）が政府発行の各公文書により指定さ

れるが、対象として指定された製品であっても、その指定規格から外れる製品である場合

は、インドネシアの管轄省庁に除外要望レターが受理され、当該省庁より除外認定レター

が発行された場合に限り、SNI 取得対象から除外される。 

また、SNI への適合が確認された製品については、（1）SNI への適合性、（2）工場の品質

管理の確認を経て、インドネシアの国家認証委員会（Komite Akreditasi Nasional: KAN）

が認定した製品認証機関（Lembaga Sertifikasi Produk yang Berpartisipasi : LSPro）、

承認試験機関及び承認検査機関を通じた認証が行われ、認証を取得した製品に対しては、

SNI 強制認証マークが交付される。なお、マーク取得後は、インドネシア国内の試験所や検

査機関等により、定期的にマーク取得者を対象に、製品の適合性確認及び品質管理システ

ム（Quality management system: QMS）の確認が行われる7。 

 

2.4.2. 輸入関税、通関補助金 

インドネシアへの輸入に当たり適用される輸入関税は、関税率が 2国間、多国間協定に

よって異なる。なお、我が国からインドネシアに向けた輸出については、我が国との間で

2008 年 7 月に日・インドネシア経済連携協定（Japan-Indonesia Economic Partnership 

Agreement: JIEPA）が発効したことから、両国間の往復貿易額（2004 年 5 月～2005 年 4 月

貿易実績）の約 92%が無税とされた8。なお、残る約 8%の品目についても、2018 年にはすべ

て無税となる見通しである。 

                                                  
6 JETRO 資料「インドネシア 貿易為替制度―貿易管理制度―「輸入管理その他」詳細」（2004 年 11 月 11 日更新） 
7 一般財団法人電気安全環境研究所「JET Report」Vol.62 2014 年春号 p.6 
8 日本からインドネシアへ輸出する場合の実行関税率は、税関ウェブサイトの実行関税率表を参照。（最
新版は 2016 年 1 月版。）なお、HS コード分類上は、すべての品目の実行関税率が無税となっている。 
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日本からインドネシアへJIEPAを利用した財・サービスの輸出を行う場合は、日本原産品で

ある旨見なされるための条件を満たしたうえで、日本商工会議所より、JIEPAに基づく特定原

産地証明書（Certificate of origin: CO）を原則船積日まで、若しくは船積日から3日以内に

発給を受ける必要がある9。日本原産品であると見なされるための条件等を表2‐4に示す。 

 

表 2‐4：JIEPA において日本原産品と見なされるための条件等 

 条件等 

原産地規則 JIEPA 第 3 章の原産地規則に基づき、以下の要件を満たす財・サービスを双方
締結国の原産品と判定する。 

 当該締約国の領域において得られ、又は生産される産品 

 当該締約国の原産材料のみから当該締約国の領域において生産される産品 

 非原産材料を使用して当該締約国で生産される産品であって、JIEPA 附属書
2（品目別規則）に定める実質的変更基準を満たすもの 

積送基準  JIEPA 特恵関税適用を受ける場合は、原則直接輸送する必要がある。 

 途中で第三国を経由する場合、荷の積み替え、積み替えのために荷を良好な
状態に保つために保存する作業などを行う場合に限り、特恵関税適用が認め
られる。 

出典：JETRO ウェブサイト「貿易・投資相談 Q&A」内容に基づき、調査団作成 

なお、新規事業及び拡張事業にかかる設備機器・部品に対する輸入関税は 5%に軽減され

る等、一定の条件を満たした輸入財・サービスに対しては、輸入関税の減税・免税措置が

適用される10。これらの特典については、輸入後に還付請求を行うことも可能となっている。

このほか、商品輸入及びサービス輸入に対しては、別途税率 10%の付加価値税が課せられる

ほか、輸入関税、付加価値税のほか、税関通過の際に、関税申告書作成料、申告手数料等

の通関補助金の支払いが別途必要となる。 

 

2.4.3. PLN による電力料金 

PLN は Residential、Business、Industry、Government offices& public street lighting 

（PSL）の 4区分について電力料金体系を設定しており、各区分に該当する顧客は、消費電力

量ではなく、利用する電力の容量（kVA）に応じた電力単価（Rp/kWh）の設定を受ける。 

PLN が発行する年次報告書の最新版（2014 年版）に掲載された、最新の電力料金表（区

分平均）を以下に示す。 

                                                  
9 日インドネシア経済連携協定に関する「運用上の手続規則」第 2 部第 1 項第 3 条 
10 JBIC 資料「インドネシアの投資環境」（2012 年 4 月） p.96 
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左記課題解決のため、今後経営会社が保有する設計図書を参照し、以下の 2点の確認を行

う。 

 ホテル屋上部分が太陽光発電設備設置に伴う 2.4t（パネル 1枚あたり 20kg。架台等

を除く）の過重に耐えるだけの厚み・構造強度の有無 

 屋上部分における雨漏り予防措置実施の有無 

バンドン市にはジャカルタ特別市等からの観光客を相手とするホテルが多数立地してい

る。Aホテルにおける直流給電システム導入をモデルケースとした案件化を推進することに

より、今後バンドン市内の他ホテル 328 カ所への水平展開の可能性が見込まれる。 

 

3.2 事例 2：B 社工場 

3.2.1 導入先施設の概要 

B 社は、バンドン市郊外に工場を有する織物会社であり、繊維関連業界の複数の日系企業

と取引関係を有し、我が国との間で深い繋がりを有する。織物原料である生地の製造・染

色を扱う B社工場はバンドン市郊外東部のスメダン郡（Sumedang Regency）に 1990 年に建

設され、敷地面積は 50,000m2（うち建屋面積 12,000m2）である。 

同工場は、生地製造、染色の 2工程を扱うライン(24 時間操業。照明は 20%間引き稼働)、

及び工場オフィスから成り、工場ラインは 24 時間 365 日稼働、オフィス部分は平日につき

10 時間稼働、土曜日は 6時間稼働（日曜日は閉鎖）となっている。このうち、工場オフィ

ス部分に直流給電システム（蓄電池なし）を導入し、照明の LED 化及び空調の高効率化を

図るほか、上記の各ラインにおける消費電力の一部を工場敷地内に設置する太陽光発電設

備（発電容量 1MW）における発電電力で代替することで、同社工場における、従来の商用グ

リッドからの買電分のうち、日中の消費電力部分を代替する。 

なお、同工場における月間消費電力量は 2.5MW で、このうち生産機械、空調、オフィス

等がそれぞれ 65%、25%、10%を占めている。 

 

3.2.2 現地オーナーの EMS 技術導入への関心度合い、現地関係者との協議結果 

B 社現地責任者と協議を行い、JCM 制度や我が国の低炭素技術である直流給電システムに

関する説明を行ったところ、先方は、我が国の低炭素技術である直流給電システム導入へ

強い関心を示した。 

工場設備において、以下の取組を通じて、日中の工場内におけるグリッド電力消費の一

部を代替し、GHG 排出削減を図る方向で協議・検討を行った。 
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なお、バンドン（緯度 6.6 度、経度 107.3 度）における kW あたり年間発電電力量は

1,282kWh/kW/年であることから、太陽光発電導入によるグリッド由来電力の利用削減見込

み量は 1,282,000kWh/年と求められる。 

以上から、バンドン工場における GHG 排出削減見込み量は以下のように算定される。 

(21,900+1,282,000)(kWh/年)÷1,000×0.814(t-CO2/MWh)≒1,061(t-CO2/年) 

なお、上記試算では、太陽光発電による発電量に影響を及ぼす雨季等における日射量の

変動を考慮していない。 

 

3.2.5 事業化に向けた課題、大規模普及のポテンシャル 

事業化にあたっては、太陽光発電パネルの設置用地確保が課題として挙げられる。今後 B

社工場の敷地図を入手・参照し、確認を行う。 

B 社工場における直流給電システム導入をモデルケースとした案件化を推進することに

より、B社工場を含むバンドン市及び周辺部の工場への水平展開の可能性が見込まれる。 

 

3.3 事例 3：C 銀行支店 

3.3.1 導入先施設の概要 

C 銀行はインドネシア国内の純資産額最大手の国営銀行である。同行資産の半数は政府系

資金であるが、残る半数は民間資金である。 

今回、導入先候補として選定されたのは、バンドン市内の51支店の一つである。同支店は、

同市南部を東西に走る幹線道路沿いに位置し、窓口を含むオフィス棟と ATM棟から成る。 

 

3.3.2 現地オーナーの EMS 技術導入への関心度合い、現地関係者との協議状況等 

C 銀行支店幹部と協議を行い、JCM 制度や我が国の低炭素技術である直流給電システムに

関する説明を行ったところ、先方は、我が国の低炭素技術である直流給電システム導入を

通じたグリッド電力消費削減及び災害発生時における事業継続性確保へ強い関心を示した。 

事業化に当たり、C銀行の有する資金のうち、政府資金ではない民間資金を用いて直流給

電システム導入を図る方向で、同銀行側と協議を開始した。しかし、C銀行側が、平成 28

年 2 月 18 日に予定されている川崎市とバンドン市の間における都市間連携に係る MoU 署名

後に事業化検討を行いたいとの意向を示したため、本年度調査期間中に検討を行うことが

できなかった。本調査終了後、別途検討を行う。 
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3.3.3 想定される事業方式、事業化に向けた実施体制 

3.3.2 に記載の理由により、事業化検討が行われなかったため、事業方式及び実施体制の

検討を行わなかった。 

 

3.3.4 対象施設において見込まれる GHG 排出削減量 

3.3.2 に記載の理由により、事業化検討が行われなかったため、実施体制の検討及び排出

削減量の試算を行わなかった。 

 

3.3.5 事業化に向けた課題、大規模普及のポテンシャル 

事業化に向けた課題のうち、技術的課題として、太陽光発電パネル設置用地の確保が挙

げられる。 

C 銀行は、全国に 5,000 カ所の支店を有し、このうちバンドン市内の支店は 51 カ所であ

る。支店規模に応じたテーラーメイドの調整は必要ではあるものの、C銀行支店における直

流給電システム導入をモデルケースとした案件化を推進することにより、バンドン市内及

びインドネシア全国の支店への水平展開の可能性が見込まれる。 

 

3.4 事例 4：D 大学学部棟 

3.4.1 導入先施設の概要 

D 大学は、1920 年に設立された理工系の国立大学である。数学・自然科学、産業技術、

農業、建築及び政策立案、地球科学、鉱物・石油エンジニアリング、ビジネス・管理、ア

ート・設計、電気エンジニアリング・情報工学、機械エンジニアリング、生命科学・技術、

公共・環境エンジニアリングの 12 学部及び大学院から構成される。D大学の本部キャンパ

スの学部棟 2階部分を直流給電システムの導入先として検討することとなった。 

 

3.4.2 現地オーナーの EMS 技術導入への関心度合い、現地関係者との協議結果 

D 大学と協議を行い、JCM 制度や我が国の低炭素技術である直流給電システムに関する説

明を行ったところ、先方は、我が国の低炭素技術である直流給電システム導入へ強い関心

を示した。 

なお、先方側担当者は、建築物省エネの専門家であり、現在他大学における Zero Emission 

Building（ZEB）のコンセプトに基づく省エネ型建築物建設、また、インドネシア国内にお

ける SNI 策定も手掛けている。 
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給電装置及
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3.4.3 想定される事業方式、事業化に向けた実施体制 

D 大学への直流給電システム導入に係るプロジェクト事業については、前項 2.4.2 で触れ

たように、JCM プロジェクト設備補助事業以外の日本政府スキームを利用した事業化を検討

する。 

事業化の実施体制については、東京整流器(株)が製造した直流給電装置を興和(株)が D大

学へ導入し、東京整流器・興和両社が保守メンテナンスを実施するほか、D大学が電力消費削

減量のモニタリングを行うことを想定している。現在、調査団の構成企業である興和(株) が

前述の民間コンサルティング会社と MoU を締結する方向で検討中であるが、体制の詳細につ

いては、今後興和(株)、東京整流器等(株)、D大学、民間コンサルティング会社の間におけ

る協議を通じて検討する。 

 

3.4.4 対象施設において見込まれる GHG 排出削減量 

3.4.2記載の取組実施による、年間におけるグリッド由来電力の利用削減見込み量は、

134,730kWh/年であり、対象施設におけるGHG排出削減見込み量は以下のように算定される。 

134,730(kWh/年)÷1,000×0.814(t-CO2/MWh)≒120.6 (t-CO2/年) 

なお、上記試算では、太陽光発電による発電量に影響を及ぼす雨季等における日射量の

変動を考慮していない。 

 

3.4.5 事業化に向けた課題、大規模普及のポテンシャル 

事業化に向けた課題としては、技術的課題として、太陽光発電パネル設置用地の確保が

挙げられる。 

バンドン市には大学が 50 カ所程あり、D大学における直流給電システム導入をモデルケ

ースとした案件化を推進することにより、バンドン市内及びインドネシア全国の大学キャ

ンパスへの水平展開の可能性が見込まれる。さらには、インドネシア国内における同大学

関係者との連携により、水平展開をより効果的に実施できることが期待される。 

 

3.5 事例 5：E 社工場 

3.5.1 導入先施設の概要 

ジャカルタに拠点を置く E社の現地法人が経営する、バンドン市郊外東部の工場を対象

に、事業化可能性検討を実施した。当該工場は 2014 年に竣工し、薬品の製造・保管等を行

っている。 
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3.5.3 想定される事業方式、事業化に向けた実施体制 

E社への直流給電システム導入に係るプロジェクト事業については、当初、前項 3.5.2 で触

れたように、JCM プロジェクト設備補助事業を利用した事業化を想定していた。 

また、事業化の実施体制については、東京整流器(株)が製造した直流給電装置を興和(株)

が E社へ導入し、東京整流器・興和両社が保守メンテナンスを実施する体制を当初想定し

ていた。 

前項記載の事情を踏まえ、今後の再検討過程において、実施体制の見直しを行う。 

 

3.5.4 対象施設において見込まれる GHG 排出削減量 

2.5.2 記載の取組実施による、年間におけるグリッド由来電力の利用削減見込み量は、

100,800kWh/年であり、対象施設における GHG 排出削減見込み量は以下のように算定される。 

100, 800(kWh/年)÷1,000×0.814(t-CO2/MWh)≒82 (t-CO2/年) 

なお、上記試算では、太陽光発電による発電量に影響を及ぼす雨季等における日射量の

変動を考慮していない。 

 

3.5.5 事業化に向けた課題、大規模普及のポテンシャル 

事業化に向けた課題として、コスト面の問題が挙げられる。 

現状では、前項 3.5.2 に記載のとおり、小規模事業による GHG 排出削減におけるコスト

パフォーマンスが十分に見込めないことから、今後、E社の東京本社を含めた事業実施体制

を再検討することにより、事業規模の大規模化による改善等可能性を検討する。 

E 社及び 3.6 に記載する F社を含め、バンドン市域には日系製薬会社現地法人の工場 10

カ所が立地しているため、本調査対象施設を含むサイトにおける直流給電システム導入を

モデルケースとした案件化を推進することにより、バンドン市域内の他社製薬工場及びイ

ンドネシア全国の製薬工場への水平展開の可能性が見込まれる。 

 

3.6 事例 6：F 社工場 

3.6.1 導入先施設の概要 

F 社のインドネシア現地法人が経営する、バンドン市郊外西部の工場を対象に、事業化可

能性検討を実施した。当該工場は、24 時間の薬品生産体制を敷き、薬品の製造・保管等を

行っている。 
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当該工場における電力利用の特色として、3棟に分かれた工場棟における温度・湿度維持、

クリーンルーム維持の観点から、空調における電力消費量が特に多い点が挙げられる。工

場関係者へのヒアリングによると、生産中は空調を停止できず、万が一生産中にラインが

停止した場合、再稼働には 1、2週間を要する模様である。 

 

3.6.2 現地オーナーの EMS 技術導入への関心度合い、現地関係者との協議状況等 

F 社工場側と協議を行い、JCM 制度や我が国の低炭素技術である直流給電システムに関す

る説明を行ったところ、先方は、直流給電システムを用いたグリッド電力消費削減及び停

電時における事業継続性確保へ強い関心を示した。 

直流給電装置との接続の際の技術的制約を考慮し、対象施設の照明を LED 灯 313 本（直

管型 40W、調光を実施）と同装置と接続する方向で検討を行った。 

事業化に当たっては、3.5.2 に記載したものと同様の手法により、当初段階において、調

査団は当該工場との間で検討を実施し、JCM プロジェクト設備補助事業を用いて、プロジェ

クト費用の半分を先方側が負担する方向で、協議を実施した。 

しかし、本調査期間における日本側関係者向けヒアリングの結果、1) GHG 排出削減見込

量を含む事業規模が小さく（補助金ベースによる投資金額が 1,000 万円台であり）、かつ 2) 

同補助事業を利用する上で必要とされる規模感、経済面のパフォーマンスが十分に確保さ

れない、という問題が発覚した。直近の JCM プロジェクト設備補助事業への応募は見送る

ことにした。 

本調査期間終了後、JCM のスキームを用いた事業化に向け、インドネシア国内の新規工場

への導入を含めた規模拡大のため、F社の日本本社を巻き込んだ体制見直しを含めた同社向

け提案内容の再検討を実施する。 

 

3.6.3 想定される事業方式、事業化に向けた実施体制 

F 社への直流給電システム導入に係るプロジェクト事業については、当初、前項 3.5.2 で

触れたように、JCM プロジェクト設備補助事業を利用した事業化を想定していた。 

また、事業化の実施体制については、東京整流器(株)が製造した直流給電装置を興和(株)

が F社へ導入し、東京整流器・興和両社が保守メンテナンスを実施する体制を当初想定し

ていた。 

前項記載の事情を踏まえ、今後の再検討過程において、実施体制の見直しを行う。 
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3.7.2 既存 JCM 関連方法論の適用可能性 

本事業における MRV 方法論（案）策定のため、過去の JCM 登録方法論並びに平成 25 年 5

月以降に実施された環境省、経済産業省、NEDO の JCM F/S プロジェクトの成果を精査し、

以下の方法論を参照した。 

 直流給電装置：モンゴル-日本 JCM における承認方法論 MN_AM001「モンゴル国のグリ

ッドにおける省エネ型送電線の敷設（Ver 1.0）」 

 LED 照明：承認方法論 ID_AM005「雑貨店における LED 照明設置（Ver 1.0）」 

 高効率空調：承認方法論 ID_AM004「雑貨店の空調向けインバータ型エアコンの設置

（Ver 1.0）」 

これらの本事業への適用可能性が考えられる既存の方法論及び承認済み方法論における

記載方法を参考にした。これにより、本事業における直流給電方式を用いたエネルギーマ

ネジメントシステム導入による GHG 排出削減効果について、インドネシア-日本 JCM 合同委

員会において承認された「JCM 方法論開発ガイドライン（Joint Crediting Mechanism 

Guidelines for Developing Proposed Methodology）」(JCM_ID_GL_PM_ver01.0)に基づき、

MRV 方法論（案）を作成した。 

 

3.7.3 リファレンス排出量の設定 

リファレンス排出量は、本事業が実施されない場合に用いられる照明器具及び空調機器

が消費する電力相当分の電力がグリッドに系統連系された発電所において発電される場合

（リファレンスケース）において排出される CO2排出量である。本事業が実施されない場合

のグリッドからの購入電力量にグリッド CO2排出係数を乗じて、リファレンス排出量が算定

される。 

本事業が実施されない場合のグリッドからの購入電力量については、最初に、プロジェ

クト実施後にモニタリングされる LED 照明や高効率空調機器の電力使用量に、本事業が実

施されない場合に用いられる従来型照明器具及び空調機器の力率と本事業が実施された場

合（プロジェクトケース）に導入される LED 照明及び高効率空調機器の力率の比率を考慮

して、本事業が実施されない場合の従来型照明器具及び空調機器の電力使用量を推計した。

その後、推計された従来型照明器具及び空調機器の電力使用量に、本事業が実施されない

場合に用いられる交流給電方式の電力損失を考慮して、グリッドからの購入電力量を算定

した。 

なお、地球規模における GHG 排出削減の担保に向けた「純削減」の観点から、リファレ

ンス排出量の設定に当たっては、今後、以下の点を検討する予定である。 
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TMLoss_RE = (A5+A6) * (A5+A6) * Resist_RE * Dist_RE  / 1000 * 24 * 365 (4) 

A5 = W3 * (λ light_PRJ / λ light_RE) / Volt_RE    (5) 

A6 = W4 * (λ AC_PRJ  / R AC_RE)  / Volt_RE  / √3   

 (6) 

即ち、 

REy ： y 年におけるリファレンス排出量（tCO2/y） 

EFgrid： グリッドの CO2排出係数（tCO2/kWh） 

λ light_PRJ： LED 照明の力率（1.0） 

λ light_RE： 従来型照明器具の力率（例：0.5～0.8） 

λ AC_PRJ： 高効率空調機器の力率（1.0） 

λ AC_RE： 従来型空調機器の力率（例：0.6） 

C3： LED 照明の消費電力量（kWh/y） 

C5： 従来型照明器具の消費電力量（kWh/y） 

C4： 高効率空調機器の消費電力量（kWh/y） 

C6： 従来型空調機器の消費電力量（kWh/y） 

C7： 本事業が実施されない場合のグリッドからの購入電力量（kWh/y） 

Ｗ3： LED 照明のワット数（W） 

A5： 従来型照明器具のアンペア数（A） 

W4： 高効率空調機器のワット数（W） 

A6： 従来型空調機器のアンペア数（A） 

Dist_RE： 交流給電網の配線長（m） 

Resist_RE： 交流給電網の配線の抵抗値（Ω/m） 

Volt_RE： 交流給電網の電圧（V） 

TMLoss_RE： 交流給電網の送電ロス（kWh/y） 

EFgrid： 送電網の CO2排出係数（tCO2/kWh） 

 

3.7.4 プロジェクト排出量の設定 

本事業が実施された場合、LED 照明及び高効率空調機器を運転するため太陽光発電施設で

発電した電力が供給される。太陽光発電施設で発電した電力量が、LED 照明及び高効率空調

機器で必要とされる電力量よりも少ない場合、その不足を補うためグリッドから電力が購

入されるが、その電力量にグリッドの CO2 排出係数を乗じてプロジェクト排出量が算定さ

れる。 

プロジェクト排出量算定式を下記に示す。 

PEy = C2 * EFgrid      (5) 
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即ち、 

REy： y 年におけるプロジェクト排出量（tCO2/y） 

C2： 本事業が実施された場合のグリッドからの購入電力量（kWh/y） 

 

3.7.5 排出削減量の算定 

リファレンス排出量とプロジェクト排出量の差分から、排出削減量を算出する。 

ERy ＝ REy – PEy     (6) 

 

即ち、 

ERy : y 年における排出削減量(tCO2/y) 

 

3.7.6 適格性要件の設定 

本事業で策定を検討する MRV 方法論（案）の適格性要件は下記のとおりである。 

 

表 3‐2：MRV 方法論（案）の適格性要件 

要件 1 本事業において、直流給電方式及び太陽光発電施設を新規導入すること。 

要件 2 
本事業において、太陽光発電施設により発電された電力によって、グリッドか

ら購入していた電力の一部を代替すること。 

要件 3 

グリッドからの購入電力量、太陽光発電施設により発電された電力量、個別の

照明器具及び空調機器で使用される電力量、ワット数、アンペア数及び使用時

間は、エネルギーマネジメントシステム（EMS）によって測定可能であること。

要件 4 

本事業において太陽光発電施設により発電された電力は、直接、照明器具又は

空調機器に利用された後、余剰分は蓄電池に蓄電され、グリッドには売却され

ないこと。 

 

3.7.7 削減量計算に必要なパラメータの把握 

本事業で策定する MRV方法論（案）では、リファレンス排出量・プロジェクト排出量を把

握し、本事業実施による GHG 排出削減量算定を行う。このため、下記 10点のパラメータ値に

ついて、現地の状況ないし既存のデフォルト値の情報に基づいて把握することとした。 
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表 3‐3：本事業における排出削減量計算のため把握が必要となるパラメータ 

パラメータ データ内容 設定方法 

EFgrid 本事業によって代替されるグ

リッドの CO2排出係数

（tCO2/kWh） 

インドネシア政府が発表している“Emission 

Factors of Electricity Interconnection 

Systems” (National Committee on Clean 

Development Mechanism Indonesian DNA for 

CDM unless otherwise instructed by the 

Joint Committee)を参照する。 

λlight_RE 従来型照明機器の力率 事業実施前に、実測して設定 

λAC_RE 従来型空調機器の力率 事業実施前に、実測して設定 

C2 本事業が実施された場合の 

グリッドからの購入電力量

（kWh/y） 

事業実施後にモニタリングによって実測 

C3 LED 照明の消費電力（kWh/y） 事業実施後にモニタリングによって実測 

C4 高効率空調機の消費電力

（kWh/y） 

事業実施後にモニタリングによって実測 

W3 LED 照明のワット数（W） メーカー値 

W4 高効率空調機のワット数（W） メーカー値 

Dist_RE 交流給電網の配線長（m） 事業実施前の実績データから設定 

Resist_RE 交流給電網の配線の抵抗値 

（Ω/m） 

メーカー値 

Volt_RE 交流給電網の電圧(V) 事業実施前の契約情報から設定 

 

 

 

  



 

33 

表 3‐4：各導入先候補施設との協議結果（平成 28 年 2 月 4日更新）(1/2) 

施設名 A ホテル B 社工場 C 銀行支店 

業種 宿泊業 紡績業 金融業 

所在地 バンドン市北西部 西ジャワ州スメダン郡 バンドン市南部 

区分 民間企業 民間企業 国営銀行 

候補施設が抱え

る問題点、技術導

入に関心を示し

た動機 

ホテル内や管理オフィ

スは、消灯活動を実施し

ており、電気代を削減し

たいという意欲が会社

としてある。 

 売上高の 15%弱を占めるエネル

ギーコストを削減し、他国競合

に対する競争力を確保したい。

 工場設備老朽化のため、設備

を更新したい。 

 同支店では、オフィス

全館 LED 化や紙利用

削減、営業時間外の空

調停止等の省エネ・環

境取組を進めてきた。

 勤務環境と両立した

省エネ、電気代節減を

実現したい。 

導入先区画 ホテルロビー階の空調 工場オフィス及び工場ライン 店内の照明、空調 

取組内容 

 ホテルロビー階への

直流給電装置設置 

 空調 10 基の高効率化

 直流給電装置と空調機

器の接続による電力ロ

ス低減 

①工場オフィス 

 直流給電装置の設置 

 照明 15 本の LED 化、空調 5基

の高効率化 

 直流給電装置と照明・空調機

器の接続による電力ロス低減

②工場ライン 

 工場ラインにおける照明

1,202 本の LED 化 

 工場へのメガソーラー設置

（1MW）を通じた、太陽光由来

電力によるグリッド電力の利

用代替 

 直流給電装置の設

置 

 照明 LED 化、空調高

効率化 

 直流給電装置と照

明・空調機器の接続

による電力ロス低減

施設における電

力利用内訳 

空調 60%、照明 20%、そ

の他 20% 

生産機械 65%、空調 25%、オフィ

ス 10% 
N/A 

導入先区画にお

ける年間電力消

費量 

111MWh/年 

12.5GWh/年（工場全体） 

※瞬間的な最大消費電力は

2.5MW 

N/A 

年間電力削減見

込み量 
約 177MWh/年 

① 工場オフィス：21.9MWh/年 

② 工場ライン： 1,282MWh/年 
N/A 

年間 CO2排出削減

見込み量 
144t-CO2 

1,061t-CO2 

（工場オフィス：18t-CO2、工場

ライン：1,043t-CO2） 

N/A 

想定する事業方式 リース リース - 
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施設名 A ホテル B 社工場 C 銀行支店 

現時点で想定さ

れている実施体

制（案） 

 興和株式会社（直流給

電装置の設置、保守）

 東京整流器株式会社

（同装置の製造） 

 A ホテル（装置の運

用、GHG 排出削減量

のモニタリングの実

施） 

 日系リース会社現地

法人（高効率空調機

器のリース納入、資

金調達） 

 株式会社オリエンタル

コンサルタンツグロー

バル（MRVの実施支援、

PDD作成支援） 

 興和株式会社（直流給電装置

の設置、保守） 

 東京整流器株式会社（同装置

の製造） 

 B 社（装置の運用、GHG 排出

削減量のモニタリングの実

施、一部資金の調達） 

 日系メーカー現地法人（太陽

光パネル設備の納入、メンテ

ナンス） 

 日系リース会社現地法人（高

効率空調機器のリース納入）

 株式会社オリエンタルコン

サルタンツグローバル（MRV

の実施支援、PDD 作成支援）

- 

総事業費（見込み

額、日本円換算） 

約4,270万円（リースを行

わない場合。工賃等除く）

約 3.5 億円（直流給電装置 

0.5 億円、太陽光 3億円） - 

イ国側の資金調

達方法 
- 先方自社資金を活用 

先方の非政府系資金

を活用 

想定される投資

回収年数 

14.4 年（リースを行わな

い場合、補助無） 

7.2 年（同上、補助有）

13.5 年（メガソーラー部分のみ、

補助無） 

6.8 年（同上、補助有） 

- 

事業化に向けた

課題 

 投資金額が高額であ

る。 

 太陽光パネル設置場

所のホテル屋上部の

強度等が未確認。 

 投資回収年数が長い。 

 太陽光パネル設置用地の確

保（敷地図に基づく確認を

予定） 

 C 銀行側が、川崎市

とバンドン市の間

における都市間連

携に係る MoU 署名

後に事業化検討を

行いたいとの意向

を示したため、本年

度調査期間中に検

討を実施できなか

った。 

 太陽光パネル設置

用地の確保 

今後の予定 

 本年度調査を受けた

形による事業化は行

わない。 

 調査終了後、別途事業

化に向けた検討を継

続する。 

事業化を断念 
本年度調査終了後、別

途検討を行う。 
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表 3‐5：各導入先候補施設との協議結果（平成 28 年 2 月 4日更新）(2/2) 

施設名 D 大学学部棟 E 社工場 F 社工場 

業種 大学 製薬業 製薬業 

所在地 バンドン市北東部 バンドン市東部 バンドン市西部 

区分 国立大学 民間企業 民間企業 

候補施設が抱え

る問題点、技術導

入に関心を示し

た動機 

 先方担当者が建築物省エ

ネの専門家であり、直流給

電システム技術導入に対

して強い関心を示した。 

 同学部の必達成果目標と

して省エネ推進が掲げら

れている。 

 工場における生産関連活

動において、電力の安定

供給が不可欠であるた

め、安定生産を図りつつ、

省エネ・CO2排出削減も図

りたい 

 

導入先区画 学部棟2階部分の照明、空調 工場棟の照明 工場棟の照明 

取組内容 

 直流給電装置の設置 

 照明の LED 化（LED 灯 250

本、40W／本) 

 空調 9基の高効率化（8馬

力／基） 

 直流給電装置と上記機器

の接続による電力ロス低

減 

 教育用モニター（EMS 稼働

状況に関する情報等を表

示）の設置 

 人感センサーの設置、等 

 直流給電装置の設置 

 照明の LED 化（LED 灯 880

本、40W／本） 

 直流給電装置の設

置 

 照明の LED 化（LED

灯 313 本、40W／本）

施設における 

電力利用内訳 
N/A 

N/A（夜間電力利用が昼夜全

体の 80%を占める。） 

 工場ユーティリテ

ィ（空調）における

電力消費量が全体

の 70%を占める。 

 生産ライン、照明の

電力消費量はそれ

ぞれ 30%弱、10%弱

である。 

導入先区画に 

おける年間電力

消費量 

約 144MWh／年 約 3,569MWh／年 約 4,200MWh／年 

年間電力削減 

見込み量 
約 135MWh／年 約 100.8MWh/年 約 100.8MWh/年 
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施設名 D 大学学部棟 E 社工場 F 社工場 

年間CO2排出削減

見込み量 
120.6t-CO2／年 82t-CO2/年 82t-CO2/年 

想定する事業 

方式 
協議中 リース リース 

現時点で想定さ

れている実施体

制（案） 

 興和株式会社（直流給電装

置の設置、メンテナンス）

 東京整流器株式会社（同装

置の製造） 

 D 大学（装置の運用、GHG

排出削減量のモニタリン

グの実施） 

 株式会社オリエンタルコ

ンサルタンツグローバル

（MRV の実施支援、PDD 作

成支援） 

見直しを実施中 見直しを実施中 

総事業費（見込み

額、日本円換算） 

約 5,900 万円（工賃及び配線

費用を除く） 

約 2,950～3,068 万円（見直

しを実施中） 

約 1,500 万円（見直し

を実施中） 

イ国側ないし相

手側の 

資金調達方法 

 今後の追加調査における

イ国側の負担は想定して

いない。 

 実証段階では、電力消費

削減量の測定費用を日本

側ないしイ国側のいずれ

か一方が負担する可能性

を検討する。 

自社資金による調達を実施
自社資金による調達

を実施 

想定される投資

回収年数 
約 33 年（補助無） 約 22～23 年（補助無） 約 9年（補助無） 

事業化に向けた

課題 

興和株式会社と D 大学傘下

の民間系コンサルティング

企業の間における MoU 締結

が必要。 

十分な事業規模を確保し、

コストパフォーマンスの改

善を図る必要がある。 

十分な事業規模を確

保し、コストパフォー

マンスの改善を図る

必要がある。 

今後の予定 

 平成 28 年度に追加調査を

実施したうえで、実証用設

備をD大学へ導入するとと

もに、同大学側への技術移

転や能力強化を実施する。

 実証後における、同大学

との連携による、イ国国

内への直流給電技術の水

平展開に向けた検討を継

続する。 

 本年度調査を受けた形に

よる事業化は行わない。 

 調査終了後、別途事業化に

向けた検討を継続する。

（実施体制見直しを含む）

 本年度調査を受け

た形による事業化

は行わない。 

 調査終了後、別途事

業化に向けた検討

を継続する。（実施

体制見直しを含む）
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4. バンドン市における JCM 案件形成、大規模普及に向けて解決すべき課題 

バンドン市における JCM 案件形成促進にあたり解決すべき課題として、政府系施設及び

政府資金により経営の全体ないし一部が賄われている施設等における案件形成における以

下 2点の問題点が挙げられる。 

 インドネシア国大統領令 2012 年 70 号の規定により、政府系施設を対象とした事業

金額 2 億ルピア（約 178 万円）以上の設備・機器調達の際に入札手続が必須と定め

られている。（政府調達規制） 

 JCM 設備補助事業を活用して事業化する場合、バンドン市政府は、日本企業が一時的

にプロジェクト費用全額を立て替える方式以外の方式を受け入れることができない。

（設備補助事業利用に関する制約） 

まず、各問題点のうち、政府調達規制の問題を回避して JCM 事業化を促進する見地から、

本事業の第 1回、第 2回渡航におけるバンドン市政府関係者を対象としたインタビューを

行い、方策の検討を行った。以下、検討結果としての方策オプションを示す。 

 

4.1 政府系施設の有する非政府系財源の活用 

政府調達規制の点については、3.3、3.4 で言及した C銀行、D大学はいずれも国営銀行、

国立大学であるが、本事業における協議の結果、いずれも相手施設側が有する非政府系財

源の枠内で資金調達を図ることが可能である限り、上記大統領令に基づく政府調達規制を

回避することが可能となる点が判明した。 

 

4.2 インドネシア国大統領府直轄の国家調達庁が所管する E-catalog への 

導入検討技術の登録 

大統領直轄の国家調達庁（Lembaga Kebijakan Pengadaan Barang/Jasa Pemerintah。略

称 LKPP）が所管、運用するオンライン調達データベース E-catalog へ直流給電システム技

術を登録することで、政府調達規制を回避することが可能である点が判明した。即ち、

E-catalog へ登録することで、政府関係者が直接データベース上で調達を希望する物品・サ

ービスを選択し、購入することが可能となる。 

具体的な登録申請手続は、下記のとおりである。 

 申請者たる企業がインドネシア国の中央・地方政府向けに継続的に物品等供給を行え

ることが BAPPEDA により確認された後、BAPPEDA は国家調達庁宛に推薦レターを発行

する。 
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 推薦レターの発行を受けて、申請者は国家調達庁へ登録申請を行う。登録時に、会社・

技術概要資料を提出する。（メールによる提出も可。） 

 国家調達庁は、申請受理後に、申請者との間で物品等の調達価格の折衝を行う。 

 折衝完了後、同庁が E-catalog ウェブサイト（https://e-katalog.lkpp.go.id/）上

に情報を登録する。 

 

4.3 随意契約（Direct appointment） 

直流給電システム技術を有する興和（株）が以下の条件を満たす場合に、入札を伴わな

い形で政府系施設への直流給電システム技術導入が可能となる。ただし、条件が非常に厳

しいため、随意契約による導入は非常に難しいと考えられる。 

 興和（株）がインドネシア国内で直流給電システム技術に係るサービスを供給可能

な唯一無二の事業者であることを証明できること 

 同社が直流給電システム技術に係る国際特許ないしインドネシア国内における特許

を有していること 

 上記 2 点について、バンドン市政府の確認を経た後、市長による決裁(internal 

approval)を得られること。 

なお、設備補助事業利用に関する制約の点については、本事業のバンドン市側カウンタ

ーパートである BAPPEDA の側より以下二点の要望が出されている。 

 バンドン市庁内の予算要求上の制約により、JCM 設備補助事業のスキームを、機材導

入後の補助金交付ではなく、バンドン市政府側における予算調達が終了する前の時

点で、プロジェクト費用の半額分を対象に環境省より補助金の事前交付を受けられ、

かつ残る半額分をバンドン市政府側で調達可能とするような仕組みに変更できない

か。 

 上項内容について、我が国とインドネシア政府の間における政府間協議で議論を行

って頂きたい。 

JCM 設備補助事業は金額確定後の後払いにより補助金交付が行われるため、バンドン市側

より指摘された問題点を本事業において解消し、政府系施設における政府系財源を用いた

JCM 事業化を実現することは非常に難しいと考えられる。 

このため、本事業における政府系施設への直流給電システム技術を用いた JCM 事業化の

際は、政府系財源を用いず、4.1 記載の方策により政府調達規制の回避を図ることを優先的

に検討する。 
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5. 省エネルギー技術導入への政策提言 

5.1  エコ・オフィスの概念の浸透 

前年度の調査からインドネシアでも省エネ意識の改善をはかる施策として国家省エネル

ギー計画（RIKEN）をはじめとした数々の計画が 1995 年から策定され、バンドン市政府も

省エネに関わり始めていることが判明している。政府市庁舎を対象として省エネのガイド

ライン（エコオフィス・ガイドライン）を地元の NGO である Green Building Council 

Indonesia の支援のもと策定、職員の省エネ意識を高めている。また、公社 72 社の節水・

節電活動を調査、上位 4 社を特定するなど、現況を把握しながら省エネ意識の啓蒙活動に

も努めている。 

バンドン市政府関係者とのインタビューから、エコ・オフィスの概念を浸透させるため

には以下が必要とされていることが判明している。 

 研修メニューの改善（特に経済的・社会的便益を強調する内容を強調） 

 定期的な電力消費削減量のモニタリングと結果の公表 

 効果的な啓蒙方法の構築 （スタッフの増員等） 

そこで、構築されているガイドラインをアップグレードし、次にバンドン市内の政府系

建物以外で啓蒙活動に努めることで広く概念が浸透する可能性がある。この努力がゆくゆ

くは本事業が対象とする技術導入を後押し得る。 

 

5.2  投資規制の緩和 

更に、投資規制の緩和をインドネシア財務省の一部局が検討していることが判明してい

る。今後、民間企業が担保として入れられる資産の規制を緩和し、資金貸し出しを促進す

る方針とヒアリングを通して理解している。本事業への影響は今後の調査から判明次第記

述する予定。 

  



6. 現

6.1  

ビジ

する本

 

9

 

6.2  

本年

ジェク

 

 

現地関係者

現地キック

ジネスマッチ

本調査受入先

9 月 22 日（

参加者

目的： 

成果： 

 

現地ラップ

年度調査の結

クト及び JC

写真 6-1：キ

（F

者を対象と

クオフ会議 

チングを目的

先候補を視察

火） 現地

： バンドン

関係者他

バンドン

オーナー

供 

本調査候

建物、政

の施設の

降の現地

プアップ会合

結果をバンド

M制度の課題

キックオフ会

FS 受入候補先

した会議、

的とした現地

察、消費電力

キックオフ会

ン市政府関係

他 20 名程度

ン市 BAPPEDA

ーのニーズと

候補先として

政府系病院、

の担当者も今

地調査につな

合 

ドン市、イン

題と将来の方

 

会合での模様

先） 

40 

研修等活

地キックオフ

力、設備更改

会合の開催

係者、市内ビ

A の協力を受

と日本側が提

て商業ビル（

そして銀行

今後電力消費

ながった。

ンドネシア J

方向性につい

様 

活動 

フ会合を開催

改ニーズ等情

ビルの施設担

受けながら開

提供できる技

（ショッピン

がバンドン市

費量の増加が

JCM 事務局他

いて議論した

写真 6-2

催し、バンド

情報の収集に

担当者、川崎

開催し、バン

技術をマッチ

ングモール、

市より紹介さ

が見込まれる

他、関係者に

た。 

：キックオフ

（BAPPEDA

ドン市政府が

に努めた。 

崎市、他日本

ンドン市内の

チングする場

ホテル）、政

された。いず

ることから翌

に報告し、本

フ会合での模

A） 

が紹介

側 FS

のビル

場を提

政府系

ずれも

翌日以

 

本プロ

模様

 



1

 

1

1 月 27 日（

参加者

目的： 

成果： 

1 月 27 日（

参加者

成果： 

写真 6-3：

水） 現地

： バンドン

力いただ

バンドン

とした F

向きに導

 上述

決す

導入

ン市

 民間

が大

た。 

 

水） 次年度

： バンドン

川崎市 

ーバル

 都市間

 川崎

バン

ラップアッ

（BAPPEDA）

ラップアップ

ン市政府関係

だいた施設担

ン市 BAPPEDA

FS 結果を、

導入を検討し

「4. バンド

べき課題」

検討依頼に対

に理解いただ

企業の代表者

きいことが改

度以降の川崎

ン市（BAPPED

（地球環境

はサポート

間連携の Mo

市と協力企業

ドン市側に提

プ会合の模様

） 

41 

プ会合の開催
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1 月 28 日（木） JCM インドネシア事務局との面談 

参加者： JCM インドネシア事務局関係者、川崎市、他日本側本事業関係者、 

計 8名程度 

目的： 表敬訪問および JCM の仕組みについての意見共有 

結果： インドネシア JCM 事務局から、政府系建物への導入が「都市間連携事業」

の目指すものであるとの指摘を受けて、川崎市側調査団は今年度の経験

から学んだ課題を共有。 

 

6.3 川崎市（日本国）での研修 

 

2 月 17 日（水）  川崎市による環境研修 

参加者： バンドン市政府職員 2名 

講義内容： 

 「自治体の省エネの取組み」：バンドン市からは市内の主な温暖化

ガスが交通機関から発せられるものであること（６０％以上）や省

エネへの試みが共有された。他方、川崎市からは地球温暖化推進計

画の施策体系（「基本計画」・「実施計画」そして「重点プロジェク

ト」）等、各種試みが具体的な例を持って共有された。 

 「水素エネルギー事業における官民連携」：川崎市が民間事業者と

共にモデル事業として推進する「川崎水素戦略」や「再生可能エネ

ルギーと水素を用いた自立型エネルギー供給システムの共同実証」

について行政担当者から説明を受けた。官民連携を進める際、ステ

ークホルダーが参加する「協議会」の人員構成、クリーンな水素エ

ネルギーと循環社会の関連性について、具体的な事業を例に説明を

受けた。 

 

2 月 17 日（水）  直流給電技術導入先への視察 

参加者： バンドン市政府職員 2名 

概要：  八千代銀行 登戸支店にて技術の視察 
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： バンドン

写真

川崎市によ

（川崎市環

写真

自治体によ

バンドン市環

川崎市国際環

ン市長を含む

ン市関係者は

企業とはバン

有し同市での

ＪＦＥ環境株

鶴見蛍光灯リ

ン市政府職員

真 6-5： 

よる研修の模

環境総合研究

真 6-7： 

る省エネの取

環境管理委員
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環境技術展へ

む政府職員 9

は川崎国際環

ンドン市が抱

の事業展開を

株式会社 視

リサイクル・

員 5名 

模様 

究所） 

取組 

員会） 

への出席 

9 名 

環境技術展の

抱える水、廃

を歓迎した。

視察 

・横浜プラス

川

（川崎

（

の出展事業者

棄物、エネル

 

スチックリサ

写真 6

川崎市による

崎市スマート

写真 6

直流給電技

八千代銀行 

者の展示を視

ルギーをめぐ

サイクル工場

6-6： 

る研修の模様

トシティ戦略

6-8： 

技術の視察 

登戸支店）

察、幾

ぐる課

場） 

様 

略室）

） 

 



 

 

 

 

 

6.4 

 

2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果： 

都市間連携

2 月 18 日（

概要： 

写真 6-

JFE 環境

工場視

バンドン

クル技術

携に関する M

木） バ

都

川崎市が

環境分野

結した。

-9： 

（株）の 

察１ 

ン市が今後廃

術を視察、技

 

MoU 締結式

バンドン市

都市形成に向

が毎年開催す

野における協

 

写真

J
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廃棄物の３Ｒ

技術保持者で

（インドネシ

向けた都市間

する国際環境

協力関係を推

真 6-12：MoU

写真 6-10

JFE 環境（株

工場視察

Ｒ活動を実施

であるＪＦＥ

シア）と川崎

間連携に関す

境技術展の会

推進拡大する

締結の模様

0： 

株）の 

２ 

施する上で参

環境（株）

崎市との低炭

する MoU 締結

会場でバンド

ることを目的

 

写

JFE

工

参考となるリ

と議論 

炭素で持続可

結式 

ドン市と川崎

的とした MoU

写真 6-11： 

環境（株）

工場視察３ 

リサイ

可能な

崎市が

U を締

の 
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< Appendix 1> 

 
 

Inception meeting of 
Project for Low Carbon Society Development  

under Collaboration between Bandung City and City of Kawasaki:  
Introduction of Energy Management System 

Tentative 
 
Date: September 22nd, 2015  8:30-12:00 Venue：Crowne Plaza Hotel, Bandung 

 

Purpose Information exchange among FS stakeholders 

Speakers  

 

Bandung City Government 

Bandung Institute of Technology 

Indonesia JCM secretariat 

Building owners of Bandung city (RS Al Islam, Mandiri Bank, Pasar Bahru) 

City of Kawasaki,  

Institute for Global Environmental Strategies (IGES), 

Oriental Consultants Global Co., Ltd.,  

Kowa Company Ltd.  

Moderator  IGES 

Language 言語 Translation will be provided for Bahasa <-> Japanese 

8:30- (15min) Opening Remarks 

 Dra. Kamalia Purbani, BAPPEDA, Bandung City Government  

8:45-9:15(30 min) Overview of the Joint Crediting Mechanism <language: Bahasa> 

 Ms Rini Setiawati, Indonesia JCM Secretariat   

9:15-9:45 (30 min) Introduction to Bandung Policy, Plans on Smart City Development <language: Bahasa>  

 Mr. Anton Sunarwibowo, ST. MT BAPPEDA 

9:45-10:30 (45 min) Introduction to energy savings  

１】Hospital 

２】Bank  

３】Commercial facility 

 

10:30-10:40 (10 min) Q & A  

10:40-11:10 (30min) Introduction to Feasibility Study on Energy Management System  

 Ms. Ryoko Nakano, Institute for Global Environmental Strategies   

 Mr. Kentaro Ofuji, Oriental Consultants Global Co., Ltd. 

 Mr. Hiroaki Mandokoro, Kowa Company Ltd. 

11:10-11:20 (10 min) Q & A  

11:30-11:40(10 min) Closing Remarks  

 Dr. Akira Ogihara, Kawasaki Environmental Research Institute, City of Kawasaki 

 

12:00-13:00 (60 min) Lunch will be served 
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Questionnaire to building or facility owner in Bandung City 
Date: ____/ ___/ 2015 

 
 
1. Building/ facility name:                                               
 
2. Location in Bandung:                                                 
 
3. Overview of your building/ facility: 
 

Item Sub-item 
I. Overview of your 

building/  facility 
1) Information on 
business activities 

e.g. type of tenant(s) in your building/ facility 
including book store, clothing store, bank 
 
 
 
 
 
 
 

2) Net floor area of 
the building/ 
facility 
 

____________m2

3) Information on 
used electric lamps

1. Type (e.g. LED, fluorescent bulbs):________
2. Product name:_______________ 
3. Model number:_______________ 
4. Year of manufacture: ___________________ 
5. Number of the lamps: ____________ 
6. Location of the lamps: 

_____________________________ 
7. Wattage of the lamps: 

__________________W 
8. Operation hours : 

Daily:  :    a.m -  :   p.m. 
Monthly:__________________hours 

9. Monthly electricity consumption amount: 
__________________kWh 

10. Monthly electricity bills: 
__________________Rp. 

 
4) Information on 
used air 
conditioners  

1. With/ without inverter:____________ 
2. Use of air conditioners with central controlling 

system (Yes/No):__________ 
3. Product name:_______________ 
4. Model number:_______________ 
5. Year of manufacture: ___________________ 
6. Number: ____________air conditioners 
7. Location of the air conditioners: 

_____________________________ 
8. Wattage of the air conditioners: 

__________________kW 
9. Operation hours : 

Daily:   :    a.m -   :   p.m. 
Monthly:__________________hours 

10. Monthly Electricity consumption amount: 
__________________kWh 
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Item Sub-item 
11. Monthly electricity bills

__________________Rp. 
 

5) Information on 
electricity source of 
the building/ 
facility 

1. Electricity supply source (e.g. from PLN or 
generated by yourselves): 
______________ 

2. Unit electricity price for your building/ factory: 
______________ 

3. Private electricity generator (Yes/No):_______ 
If yes, please provide information on their number 
and power generation capacity: 
_________________________ 

4. Solar power generation 
Yes/ No: 

If yes, please provide information on their power 
generation capacity and panel type: 

  ＿＿＿＿＿_＿_＿＿＿___ 
 

6) Other equipment 
in the building/ 
facility (if any) 
 

e.g. On rooftop, solar power generation panel(s) 
exists? 

II. Previous and 
ongoing energy 
efficiency 
improvement 
effort(s) in your 
building/ facility (If 
any) 

 

- If any, please provide brief summary of your efforts in 
a bulleted paragraph style: 
-  
-  
-  
-  
-  

III. Plan for 
introduction of 
equipment with 
higher energy 
efficiency (If any） 

- If any, please describe specification of the equipment 
and time schedule for the equipment introduction. 
 
 
 
 
 

 
 
 Your name: 

 
Company/ Organization name: 
 
Position name: 
 
Telephone number: 

 
E-mail number:  

 
Terima kasih banyak atas kerjasama anda 
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Reporting session for  
Project for Low Carbon Society Development  

under Collaboration between Bandung City and City of Kawasaki:  
Introduction of Energy Management System 

 
Date: January 27th 2016  9:00-11:10  Venue：Luxton Hotel, Bandung Conference Room Riviera 1  

 

Purpose Information sharing on FS outcome among stakeholders 

Participants 

 

Bandung City Government, BAPPEDA 
Bandung City Government, International Cooperation Agency 
Bandung City Government, Environment Management Agency 
Indonesia JCM Secretariat 
Institute of Technology Bandung 
Bank 
Hotel 
Commercial 
Commercial 
Factory 
City of Kawasaki (Japan) 
Institute for Global Environmental Strategies (Japan) 
Oriental Consultants Global Co., Ltd. (Japan) 
Kowa Company Ltd. (Japan) 
Tokyo Rectifier Co., Ltd. (Japan) 

Moderator  Mr. Anton Sunarwibowo, ST. MT., BAPPEDA 

Language Translation may be provided for Bahasa <-> Japanese 

 

9:00- (10min)   Opening Remarks   

 Bandung City Government <language: Bahasa> 

 Dra. Kamalia Purbani,MT, BAPPEDA (TBD) 

9:10-9:20 (10min) Recent Developments in the JCM scheme  

 Indonesia JCM Secretariat <language: Bahasa> 

Ms Rini Setiawati 

9:20-9:50(30min)  Overview of the results of this year’s feasibility study <language: Japanese> 

 Institute for Global Environmental Strategies - Ms. Ryoko Nakano 

 Oriental Consultants Global Co., Ltd. – Mr. Masahiko Fujimoto 

9:50-10:30 (30min) Q & A <language: Bahasa, Japanese>  

Coffee Break  

  Building owners to depart after the coffee break  

10:30-11:00(30min) Discussions for future steps <language: Bahasa, Japanese> 

 Follow up steps for the JCM FS 

 Framework for collaboration after MOU is signed in February 

 About the MOU and signing ceremony in February and Mayor Kamil’s schedule  

 About the possible training scheduled for Feb 17th 2016 

11:05-11:10(5min) Closing remarks  

 Kawasaki Environmental Research Institute, City of Kawasaki <language: Japanese>  

Mr. Akira Ogihara 
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バンドン・ミッション団  

平成２８年２月１７日研修案 

 

（公財）地球環境戦略研究機関 

バンドン市政府職員 

アユ・スケンジャ（バンドン市 環境運営委員会 部長）  

ヌヌン・ヤヌアティ（バンドン市 地域開発企画庁 部長） 

 

９：００   川崎日航ホテルロビー 出発  担当：中野（ＩＧＥＳ） 

１０：００～１１：００ ＩＧＥＳ本部にて ＩＧＥＳのご紹介 

    地球環境戦略研究所 上級研究員 エリック・ザスマン 

１１：１０   ＩＧＥＳ本部を出発 

１２：００～１３：００ 昼食 

１３：２０   多摩区役所に到着 

    川崎市多摩区登戸１７７５－１ 会議室 1104 (11F） 

電話：０４４－９３５－３１１３ 

 （青木課長、尾藤様が合流） 

１３：３０（２分）  研修開始のご挨拶： 

川崎市 環境総合研究所 都市環境課 課長 青木 和昭 

１３：３２（３分）  ご挨拶および本日の段取りのご説明 

地球環境戦略研究所 主任研究員 中野綾子 

１３：３５（４０分） 「自治体の省エネの取り組み」 

（２０分）   発表１：環境総合研究所 青木課長 

（１０分）   発表２：アユ・スケンジャ 

（１０分）            質疑応答および議論 モデレータ：中野 

１４：１５（１０分）     休憩 

１４：２５（６０分）  「水素エネルギー事業における官民連携」 

 （３０分）   発表１：総合企画局 スマートシティ戦略室  

スマートコミュニティ推進担当課長 高橋友弘 

（１０分）   発表２：ヌヌン・ヤヌアティ 

     （２０分）   質疑応答および議論 モデレータ：中野 

１５：３０～  多摩区役所を出発 

     （東京整流器 川股様が玄関前から自動車で誘導） 

     （八千代銀行の駐車場を利用） 

１５：４０（３０分）  八千代銀行 登戸支店視察 

神奈川県川崎市多摩区登戸１８７４ 

TEL: 044-933-5111 

    案内役：東京整流器（株） 川股 敦史 
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１６：１０   八千代銀行 出発 

１７：００   宿泊先に到着  

１８：００   川崎日航ホテルロビー 出発  （市長一団と合流） 

（徒歩１０分） 

 

１８：１５（９０分）  ディナー・レセプション  

    音音 ラゾーナ川崎プラザ店 

川崎市幸区堀川町 72-1 ラゾーナ川崎プラザ 4F 

電話：050-5799-1869 

 

 

多摩区役所における研修の参加者 （６名 敬称略） 

バンドン市 環境運営委員会 部長 アユ・スケンジャ  

バンドン市 都市 部長 ヌヌン・ヤヌアティ 

川崎市 環境総合研究所 都市環境課 課長 青木 和昭 

川崎市 総合企画局 スマートシティ戦略室 スマートコミュニティ推進担当課長 高橋友弘 

オリエンタル・コンサルタンツ グローバル 尾藤 健太郎 

地球環境戦略研究所 主任研究員 中野綾子 

 

八千代銀行における現地視察の参加者 （６名 敬称略） 

バンドン市 環境運営委員会 部長 アユ・スケンジャ  

バンドン市 都市 部長 ヌヌン・ヤヌアティ 

オリエンタル・コンサルタンツ グローバル 尾藤 健太郎 

興和株式会社 満処 寛昭 

東京整流器(株)  川股 敦史 

地球環境戦略研究所 主任研究員 中野綾子 
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ディナーレセプション参加者（１９名 敬称略）  

 

 Bandung City (9)  

Mr. Ridwan Kamil, Mayor, City of Bandung  

Mr. Priana Wirasaputra (Assistant of Government Affairs) 

Mr. Muhammad Anwar (Head of Cooperation Division) 

Mrs. Kamalia Purbani (Head of City Development Planning Board) 

Mr. Hikmat Ginanjar (Head of Environmental Management Agency) 

Mr. Deni Nurdyana (Director of PD. Kebersihan) 

Mr. Karpati Wanda Hidayat (ADC to Mayor of Bandung) 

Ms. Ayu Sukenjah (Environmental Management Agency)  

Ms. Nunun Yanuati (Head of Infrastructure Planning Subdivision Bappeda) 

Kawasaki City (3)  

Mr. Satoru Yokota, Director-General, Kawasaki Environment Research Institute 

Mr. Kazuaki Aoki, Director, Kawasaki Environment Research Institute 

Mr. Akira Ogihara, Director, Kawasaki Environment Research Institute 

IGES (4)  

Dr. Eric Zusman, Prinicipal Researcher 

Ms. Ryoko Nakano, Senior Researcher 

Ms. Takako Ono, Senior Researcher 

Dr. Sudarmanto Budi Nugroho, Researcher 

Oriental Consultants Global (1)  

 Mr. Kentaro Ofuji,  

 Japan Environmental Research Center (2)  

 Mr. Akio Okumura, Chairman 

 Mr. Shigenobu Ohbayashi, International Department  
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